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研究 3）医療安全の視点に基づく病院内自殺が発生した際の遺族や医療従事者への支援法の検討 
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研究要旨 

研究 3-1遺族を対象とした「悲嘆に対する対人関係療法の有用性の予備的研究」と研究 3-2医療者を対

象とした「医療従事者への事後対応法の検討」を実施した。研究 3-1では、名古屋市立大学倫理審査委員

会での承認を経て、2 施設にて研究対象者のリクルートを開始した。2021 年 7 月から 2023 年 3 月まで、

治療者 2名により 9名のご遺族に対する対人関係療法（IPT）を実施した。全例に IPTは実施可能であっ

た。症例の集積を継続している。研究 3-2では、先行研究や先行事例の検討を行うとともに、研究 1-2に

て、入院患者の自殺関連行動の第一発見者が主に看護師であることが示唆されたことから、特に、看護師

を対象とした情報を収集した結果、病院内での自殺対策や事後対応法に関する手順書等を有している病

院は限られること、看護師は医師と比して患者の自殺・自殺予防に関する学習の経験が少なく、スキルが

低いことが示唆された。 

 

Ａ．研究目的 

研究 3-1 全国がん登録を用いたがん患者の自殺に

関する記述疫学的研究 

大切な人との死別は、人生における最も深刻なス

トレス因の 1 つである。死別による喪失感に対す

る反応は悲嘆反応と呼ばれ、誰しも経験しうる正

常な反応であり、頻度や強弱には個人差があるも

のの 6 カ月程度をピークに軽減することが多い。

しかし、10-20％程度の遺族は、悲嘆反応の程度や

期間が通常の範囲を超えて日常生活に支障をきた

し、うつ病・複雑性悲嘆(DSM-5では「持続性複雑

死別障害」、DSM-5-TR では「遷延性悲嘆症」)に罹

患する。また、心疾患などによる予期せぬ死別や

暴力的な死別（自殺・事故死等）は遺族の複雑性悲

嘆の危険因子である。一方、令和 1-3 年度に実施

された厚労科研「がん患者の家族・遺族に対する

効果的な精神心理的支援法の開発研究」班におけ

るガイドライン作成過程において、悲嘆関連うつ

病・複雑性悲嘆の治療に関しては、エビデンスレ

ベルの高い標準的な方法が存在しないことが明ら

かになり、中でも複雑性悲嘆に対しては薬物療法

が有用でないことより、有効な精神療法的介入の

確立が求められている。以上のような拝見から、

我々はうつ病に対して高い治療効果が示され、複

数性悲嘆に対しても治療効果が期待されている対

人関係療法に着目し、悲嘆関連うつ病・複数性悲

嘆に対する予備的有用性を検討することを目的と

した。 

 

研究 3-2 医療従事者への事後対応法の検討 

病院内での患者の自殺に際して、関与した医療者

は心理的外傷を含む様々な精神症状を経験するこ

とが報告されている（Shao et al., 2021）。その

ため医療従事者に対する自殺事例の事後対応法が

必要である。看護師は自殺ハイリスク者に対する

態度は精神保健の専門家よりも否定的であり、自

殺対策スキルが医師よりも低いことが示唆されて

いる（Inoue, Kawashima, Noguchi, Fujimori et 

al., 2021）。看護師に対する自殺対策研修として、

一部の都道府県看護協会において、研修会が開催

され、資材が作成・公表されている（例えば、新潟

県、群馬県、神奈川県など）。日本看護協会では、

医療安全管理者研修が実施されているが、自殺対

策は扱われていない。本事後対応法に関する情報

収集を行った。本課題では、病院内での自殺事例

の事後対応法を提案することを目的として、病院

内での自殺事例の事後対応法に関する情報収集を

行った。 

 

 Ｂ．研究方法 

研究 3-1 

重要他者（配偶者、子、親、兄弟姉妹等）との死別

を経験し、名古屋市立大学病院精神科に紹介とな

った受患者のうち、大うつ病性障害もしくは持続

性複雑死別障害（DSM-5）と診断された 20歳以上、

75歳以下の患者に対して、臨床的に対人関係療法

を 提 供 し 、 そ の 有 用 性 を Patient Health 

Questionnaire(PHQ)-9 お よ び Inventory of 

Complicated Grief(ICG)を検討する。 

（倫理面への配慮） 

2020 年 10 月、名古屋市立大学の倫理審査委員会

にて承認を得たのち実施された。 
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研究 3-2 

医療従事者への事後対応法に関連する先行研究や

先行事例の情報を収集、検討を行う。 

（倫理面への配慮） 

侵襲及び介入を伴わず、人体から取得した試料も

用いない研究であるため、インフォームド・コン

セントを要さなかった。 

 

Ｃ．研究結果 

研究 3-1 

2021年 7月から現在まで、治療者 2名が IPT治療

を実施し、研究対象者 7 名のうち 4 名の IPT 治療

を終了し、3名の IPT 治療を継続中である。 

 

研究 3-2 

入院患者の自殺関連行動の第一発見者が主に看護

師であることが示唆されたことから、特に、看護

師を対象とした情報を収集した結果、病院内での

自殺対策や事後対応法に関する手順書等を有して

いる病院は限られること、看護師は医師と比して

患者の自殺・自殺予防に関する学習の経験が少な

く、スキルが低いことが示唆された。 

 

Ｄ．考察 

研究 3-1 

7 名登録された現時点において、主診断は大うつ

病性障害が多かった。一方、併存診断は PTSDなら

びに持続性複雑死別障害（DSM-5）が多く、それぞ

れ 7名中 5名、7名中 4名であった。IPT は同一治

療戦略にて複数の併存疾患を治療可能であるため、

本研究においては、大うつ病性障害・PTSD・持続性

複雑死別障害（DSM-5）に対して診断横断的に治療

を行っている。有害事象や予期せぬ事象は認めず、

治療の脱落率は 0％である。 

 

研究 3-2 

先行研究や先行事例から、病院内での多職種が参

画する自殺対策や事後対応法に関する手順書、学

習法を作成し、提案する必要があると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

研究 3-1 

遺族に対しての対人関係療法は、良好なアドヒア

ランスを期待できると考えられるため、研究実施

を継続していく。 

 

研究 3-2 

病院内での多職種が参画する自殺対策や事後対応

法に関する手順書、学習法を作成し、提案する。  
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2.  学会発表 

 特になし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 特になし 

 2. 実用新案登録 

 特になし 

 3.その他 

 特になし


